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１．はじめに 

気象庁が常時観測火山に指定している鶴見岳・伽

藍岳は大分県別府市に位置している．鶴見岳は1949

年に，多数の噴気孔から高さ約10mの噴気をあげ，

伽藍岳は1995年の，泥火山形成噴火を最後にそれ以

降は目立った噴火現象を起こしていない．しかし近

年，2011年には東日本大震災，2016年には熊本地震

等と，全国的に激甚災害の発生率が高まっている． 

現在別府市は「立地適正化計画（以下，立適）」

により，車に頼ることのない安心して生活できるコ

ンパクトなまちを目指している．しかし，別府市は

火山災害以外にも災害リスクを抱え，鶴見岳・伽藍

岳の噴火活動が高まった際には，周辺部に影響を与

える可能性があることが問題となっている． 

 立適のなかには，居住誘導区域の設定や，都市機

能誘導区域の設定と同時に，災害に対しても強靭な

都市の形成を促すための災害リスクを考慮した区域

の設定基準が記され，まちづくりを検討する上で重

要な項目となっている． 

 既往研究では，甘粕ら（2018）は，立適は，都市

計画MPの一部であり包括される計画であるが，将来

都市構造と整合性のない自治体が多いことを明らか

にし，具体的な施策が必要であることを指摘してい

る．西井ら（2019）は，立適による居住誘導区域の

設定について6自治体を類型化し，ハザードマップを

考慮した分析を行なっている．以上の研究は，全国

的に立適を策定している自治体を対象とし，マクロ

的な視点から類型化を行ってはいるが，ミクロ的に

居住誘導区域の設定の整合性を検討したものではな

い．また，災害においても津波浸水想定区域などに

よる広域な災害が予測される都市が抽出されている

が，火山災害の影響が懸念される都市の抽出はされ

ていない． 

 本稿では，別府市を対象とする．今後人口が減少

することを前提に，将来人口推計を考慮しながら各

種災害の被害規模を定量的に集計し，居住誘導区域

内の災害評価を行うことを目的とする．加えて，火

山災害は被害が広範囲になることが想定されるため，

市外への避難を行う必要がある．そこで，緊急輸送

道路の被災想定の把握も行う． 
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２．対象敷地の概要 

 国勢調査（2015）の人口は，121,779人，市町村別

人口推計（2019）の人口は，119,164人と，減少傾向

であり，日本の地域別将来推計人口（2018）では2040

年に，人口が10万人を下回ると想定されている(表1)． 

 想定される災害は，地震災害，津波災害，土砂災

害，火山災害の4つである．津波災害は，浸水域と浸

水深さが最も大きな別府湾の活断層型地震による想

定を基にしたもの（図1）．土砂災害は大分県が「土

砂災害防止法」（2017）に基づいて土砂災害警戒区

域及び土砂災害特別警戒区域の指定を実施したもの

（図2）．火山災害は，数十年に一度程度の噴火現象

とされる噴火警戒レベル2の水蒸気噴火を想定した

ものとする（図3，図4）．  

 

 

 

 

 

3．各種災害の被災想定人口及び市全域と 

居住誘導区域の災害評価  

立適で定められる居住誘導区域は，「災害リスク

の現状及び将来の見通しを勘案しつつ，居住誘導区

域内外にわたる良好な居住環境を確保し，地域にお

ける公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市

経営が効率的に行われるよう定めるべきである．」

（2020）とある．本稿では，この都市計画運用指針

に基づいて，将来人口推計と想定される災害で，別

府市が設定した居住誘導区域での災害リスクを把握

する．そのために，推計人口メッシュ100mと各種ハ

ザードエリアのデータで面積按分を行い，被災想定

人口を集計した．面積による人口の集計であるため，

小数第一位は切り捨てた．また，市全域と居住誘導

区域内の都市機能誘導施設数の差を把握する．いく

つの施設がハザードエリアから除かれたかで，居住

誘導区域の災害に対する評価を行う． 

3.1．津波災害  

 ハザードマップから浸水想定を0.3m未満，0.3m以

上1m未満，1m以上2m未満，2m以上3m未満，3m以上 

4m未満，4m以上5m未満，5m以上の７つに分けて， 

表 1 別府市の将来人口推計 

図 1 津波浸水想定区域 

5m以上 〜 10m未満 
5m 

別府温泉_XYT able To Point 

【都市計画基本調査】鉄道駅 
 

【津波浸水想定】 

3m以上 〜 4m未満 
5m 2m以上 〜 3m未満 
5m 
1m以上 〜 2m未満 
5m 
0.3m以上 〜 1m未満 
5m 
0.3m未満 
5m 
境川 
5m 
朝見川 
 
春木川 
 
平田川 
 

冷川 
 

津波浸水想定 

【都市計画基本調査】base 
 

【大分県全域】 
 

【都市計画区域】 
 

市役所 

【都市計画基本調査】鉄道路線 
 

4m以上 〜 5m未満 
5m 

【行政区域】 
 

新川 
 

・ 

図 2 土砂災害特別警戒区域と地すべり等防止区域 
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図3 鶴見岳の数十年に一度程度の噴火現象 
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図 4 伽藍岳の数十年に一度程度の噴火現象 
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それぞれの被災想定人口を集計した． 被災想定人口

が最も多い浸水想定高さは，2m以上3m未満であり，

2015年で2,420人である．次に1m以上2m未満の1,676

人で，その次が3m以上4m未満の1,089人である(表2)． 

ハザードエリアは，居住誘導区域内であるため，

市全域と居住誘導区域の被災想定人口は等しくなる．

将来は人口減少とともに被災想定人口は減少するが，

津波災害を考慮した居住誘導区域の見直しは今後必

要となる． 

市全域と居住誘導区域内の都市機能誘導施設数は，

保養観光施設と集会施設と最寄品店が多く立地して

いる（表3）．浸水想定地域内の，0.3m以上1m未満，

1m以上2m未満，2m以上3m未満，3m以上4m未満の浸

水域では施設数に差が生じていることから，市全域

の方が，保養観光施設が多く分布していることがわ

かる． 

3.2．土砂災害 

 ハザードエリアでは，土砂災害特別警戒区域と地

すべり等防止区域の2種が示されている．土砂災害特

別警戒区域での2015年の被災想定人口は，別府市全

域で242人，居住誘導区域では23人であった（表4）． 

地すべり等防止区域での被災想定人口は，別府市

全域，居住誘導区域ともに100人未満であった． 

 市全域でみる保養観光施設は，地すべり等防止区

域で5施設，土砂災害特別警戒区域で82施設であった 

が，居住誘導区域内での地すべり等防止区域は1施設，

土砂災害特別警戒区域では立地していないことがわ

かった（表5）.  

3.3．鶴見岳による火山災害 

 噴火現象は同時発生する可能性が低いため，それ

ぞれの噴火現象のハザードエリアが重なる部分を除

いた被災想定人口の集計は行っていない．  

 鶴見岳の噴石，火砕流，火砕サージによる被災人

口は，火口から1km以内を想定としているため，火

口から1km以内に居住者がいない別府市では被災想

定人口はいなかった． 

 降灰は，火口から5km程度の同心円上で想定して

おり，図3では2015年において市全域と居住誘導区域

の両方で想定被災人口が12,000人を超える結果とな

っている（表6）．2035年以降では，居住誘導区域内

での被災想定人口は10,000人を下回る想定であった．

また，降灰は風に大きく影響するため，実際の被災

想定人口とは異なってくることも考えられる．  

土石流は，流下物が増加すると河川から氾濫し，

河川流域の居住者に影響が出る．河川は居住誘導区

域の東西に流れているため，市全域と居住誘導区域

※4m以上 5m未満，5m以上 10未満の被災想定施設数は 0箇所なため表に反映していない 

表 3 市全域と居住誘導区域内の 
都市機能誘導施設数の比較（津波浸水想定区域内） 

※黄色：市全域と居住誘導区域で差のある部分（カッコ内は市全域との差を示す） 
橙色：施設がある部分 

表 2 津波災害の被災想定人口 

※0.3m未満の被災想定人口は 0人なため表に反映していない 
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表 4 土砂災害の被災想定人口 

表 5 市全域と居住誘導区域内の 
都市機能誘導施設数の比較（土砂災害） 

※黄色：市全域と居住誘導区域で差のある部分（カッコ内は市全域との差を示す） 

※福祉・子育て・商業・医療・金融の被災想定施設数は 0箇所なため表に反映していない 

の被災想定人口に大きな変化はみられなかった．   

次にハザードエリアにおける市全域と居住誘導区

域内の都市機能誘導施設数の差を求めた（表7）．保

養観光施設は，降灰において，市全域では82施設，

居住誘導区域では3施設であり，79施設がハザードエ

リアから除かれた．土石流でも市全域と比較すると

80施設が除かれた．高齢者福祉施設も，降灰では53

施設から31施設，土石流では13施設から5施設となっ

た．その結果から，半数程度の施設がハザードエリ

アから除かれることがわかった．一方，居住誘導区

域外に都市機能誘導施設が多く立地していることが

わかる．  

3.4．伽藍岳による火山災害 

 伽藍岳も鶴見岳と同様で，火口から1km以内に居

住者はいないため，市全域と居住誘導区域ともに被

災想定人口はいない．降灰も同様で，市全域と居住 
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想定人口に大きな変化はみられなかった． 
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表 6 鶴見岳と伽藍岳による火山災害の被災想定人口 

※噴石，火砕流，火砕サージの被災想定人口は 0人なため表に反映していない 

表 7 市全域と居住誘導区域内の 
都市機能誘導施設数の比較（鶴見岳・伽藍岳） 

※噴石，火砕流，火砕サージの被災想定施設数は 0箇所なため表に反映していない 

橙色：施設がある部分 
※黄色：市全域と居住誘導区域で差のある部分（カッコ内は市全域との差を示す） 
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養観光施設では，降灰において，市全域では82施設，

居住誘導区域では5施設であり，77施設がハザードエ

リアから除かれた．土石流においても82施設から80

施設が除かれた．高齢者福祉施設も，降灰では39施

設から12施設，土石流では13施設から5施設となった．

この結果から，半数程度の施設が，ハザードエリア

から除かれることがわかった．一方，居住誘導区域

外に都市機能誘導施設が多く立地していることがわ

かる．  

 

4．広域避難における緊急輸送道路の被災想定 

火山災害は広域にわたり甚大な被害をもたらすた

め，広域避難が基本となる．そのため，避難時には

緊急輸送道路が使用され，降灰が影響を与えると考

えられる．損害保険料率算出機構（2008）によると

降灰は，1cm積もると車が走行不可となる．そこで，

緊急輸送道路の災害時に通行不可になりうる場所を

把握する．また，伽藍岳と比べて被災想定人口等が

多い鶴見岳で通行不可になる道路の把握を行なった．

結果は「国道10号」を除いたすべての道路が通行不

可ということがわかった（図5）．この結果から，国

道10号を軸に，応急対応・復旧作業，降灰の対象範

囲である人が，避難できる方法などを検討する必要

がある． 

 

5．総括 

 本稿では，別府市を対象とし，居住誘導区域内の

災害評価を目的とした．まず，将来人口推計から想

定される被害規模を把握し，居住誘導区域と市全域

との被害想定の比較・評価を行なった．その結果，

半数以上の都市機能誘導施設は，ハザードエリアか

ら除かれ，居住誘導区域の災害危険性が低いことが

わかった．加えて，火山災害では広域な避難が必要

となるため，避難緊急輸送道路の被害想定を行なっ

た．結果は，降灰の影響により国道10号を除いた，

全ての道路が通行不可になる可能性があり，国道10

号を軸にした広域避難を検討する必要がある．今後

は，立地適正化計画における災害への対応のあり方

について考察していきたい． 
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17. 

図 5 別府市を通過する緊急輸送道路の通行不可箇所 
※赤太線が交通不可箇所 
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